
東日本大震災に伴う警察措置
１ 福島第一原子力発電所周辺地域における警察活動

２ 被災地における安全と秩序の確保、復興に向けた取組
平成２8年３月 警察庁



東日本大震災の特徴

① 津波の甚大な被害が極めて広範囲にわたって
おり、行方不明者の捜索、被災地の復旧・復興
は長期化

② 福島第一原子力発電所の事態収束までには
相当の期間を要し、これまで経験したことのない
様々な困難を伴う対応が必要

③ 津波により街全体が流されて家や職場を失い、
被災者が各地に分散して避難することにより、
従来の地域コミュニティが崩壊し、地域社会の
犯罪抑止力が弱体化するおそれ

● 東日本大震災は、過去の災害とは全く異なる特有の状況
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阪神・淡路大震災との比較被災地への部隊派遣状況 ～ 阪神・淡路大震災との比較 ～

被災地への特別派遣人員

行方不明者の捜索状況

阪神淡路大震災：約５,５００人（最大時）
【派遣日数：１９６日間、延べ人員：約４２６,５００人】

東日本大震災：約４,８００人（最大時）
【派遣日数：１,８２８日間、延べ人員：約１,３２８,７００人】

阪神淡路大震災：発災１０日後に一斉捜索を実施
約１か月後に行方不明者が２人
５４日後に最後の御遺体発見

東日本大震災：行方不明者が２,５６１人

被災地への部隊派遣状況 ～ 阪神・淡路大震災との比較 ～

【平成２８年３月１１日現在】

→ 東日本大震災では、阪神・淡路大震災を超える大規模な部隊派遣を実施 3

【部隊派遣数（１日当たり）】【部隊派遣数（延べ人員）】

約5,500人

約4,８00人

（日数）

（見込み）

（人数）

東日本大震災

阪神・淡路大震災

約４２６,５００人

約１,３２８,７００人

1９６日

（９／２２）

9５日

（６／１３）

1,８２８日
（３／ １１）

今後も必要に応じて派遣

（人数）

（日数） 1800



① 事故発生時の初動措置

【 原子炉建屋への放水活動 】

福島第一原子力発電所の３号機が冷却機能を失い、

原子炉建屋で水素爆発が起きたことを受け、平成

23年３月17日、警察は、他の関係機関に先駆けて、

使用済燃料プールへの地上からの放水を行いました。

この放水活動は、高い放射線量の中、本来は暴徒

の鎮圧に使われる「高圧放水車」を転用するなど、

極めて困難な任務となりましたが、警視庁機動隊の

隊員は約44トンの水を放水し、一定量の注水を行

うことに成功しました。

【 付近住民の避難誘導 】

平成23年３月12日以降、福島第一・第二原子力

発電所の周辺地域において、圏外への避難が順次指

示されたことに伴い、警察は、市町村と連携しつつ、

圏内の住民を迅速に避難誘導しました。また、警察

無線を最大限活用し、総理指示が確実に各自治体に

伝達されるよう対応しました。

また、平成23年３月17日～21日、20～30㎞

圏内にいて自力で避難することができない入院患者

等545人を病院や介護施設から圏外に移送しまし

た。 4



【 御遺体の検視等 】

→ 当初、御遺体表面の放射線量が問題とされてい

ましたが、御遺体の着衣を外せば高い放射線量が測

定されることはなく、圏外に搬送できない御遺体は

見受けられませんでした。 5

南相馬市内の遺体安置所

（20～30㎞圏内）にお

ける検視等の状況

【 行方不明者の捜索 】

２０～３０㎞圏内

平成23年３月25日から、

特別派遣部隊を行方不明

者の捜索活動に投入し、

多数の御遺体を収容しま

した。

② 行方不明者の捜索（１）

出典：原子力災害対策本部資料（一部加工）

避難指示区域の概念図

(平成27年9月5日時点)



② 行方不明者の捜索（２）

【10～20㎞圏内】

・ 平成23年４月７日から20㎞圏内の本格的捜索を

初めて実施（約360人体制）。これまでに延べ人員約

17,000人の警察官が活動に従事。

【10㎞圏内】

・ 平成23年４月14日から約300人による捜索を実施。

これまでに延べ人員約2２,０00人の警察官が活動に従事。

・ 線量計や防護服を着用し、過酷な作業に従事。

6

１０～２０㎞圏内／１０㎞圏内

地図使用承認©昭文社第53G０１９号



③ 警戒区域・避難指示区域等の設定に伴う諸活動

【 合同パトロール 】【 警戒区域における検問・一時立入りの支援 】

警戒区域が解除された現在でも、避難指

示区域等において、旧検問場所における駐

留警戒や関係自治体と連携した合同パト

ロール等を実施しています。

警戒区域が設定された平成23年４月から平成２

５年５月までの間、警察では、関係者以外の者の立

入禁止措置の実効性を確保するため、警戒区域外周

において検問（市町村長発行の許可証や東京電力発

行の通行証の確認等）を実施しました。

平成23年５月10日以降実施された警戒区域内へ

の一時帰宅に際して、警察では、住民を乗せたバス

をパトカーで先導したほか、立入区域周辺における

警戒警らを実施しました。

20ｋｍ付近の国道６号線上
(楢葉町)における検問

7

一時立入りでの先導

合同パトロール出動式



④ 原発周辺地域における治安維持活動

【 パトロールの強化 】

20㎞圏内に約80か所のATMがあることから、関係事業者に要請して金融機関等からの現金

回収を行いました。
8

【 金融機関等からの現金回収 】

原発周辺地域における治安情勢

原発周辺地域においては、

震災直後、空き巣を始めとする

侵入窃盗が一時的に増加。
※警戒区域に一時立入した住民からも

盗難被害等の申告

双葉町（10㎞圏内）

南相馬市小高区（20㎞圏内）

原発周辺地域における安全を確保する

ため、平成23年６月2日から約300人体

制の特別警備隊を投入するなど、警戒体

制の強化を行いました。警戒区域が解除

された現在も、多数の警察官がパトロー

ル等を実施しています。

浪江町（10㎞圏内）

パトロールの実施
による犯罪の抑止・牽制



⑤ サイバー攻撃への対策

【 原発事故に関連したサイバー攻撃 】

件名 添付ファイル

福島原発最新状況 福島原発.doc

被災者の皆様、とくにお子さんをお持ちの被
災者の皆様へ

放射線被ばくに関する基礎知識1.doc

被ばくに関する防護対策について
安定ヨウ素剤の服用量及び服用方
法.xls

福島第一原子力発電所２号機取水口付近か
らの放射性物質を含む液体の海への流出に
ついて

２号機取水口付近海水への流出イメー
ジ図.pdf

原発事故に関する情報の提供を装った標

的型メールが政府機関や民間企業に複数送

付されていることが確認されました。

メールには、ウイルス対策ソフトでは検

知できない不正プログラムが仕込まれてお

り、情報窃取の危険性があります。

警察では、情報窃取の標的となるおそれ

のある事業者等と情報共有ネットワークを

構築し、標的型メールに関する注意喚起を

行うことで情報窃取等の被害の未然防止・

拡大防止に努めています。

また、サイバーフォースセンターによる

不正プログラムの分析等を通じ、サイバー

攻撃の実態解明を進めるとともに、これら

の情報をウイルス対策ソフト提供事業者等

に提供することにより、社会全体の情報セ

キュリティの向上に貢献しています。 9

【 対応策 】



警察の対処体制と活動

岩手県警察 宮城県警察

約８５０人

福島県警察

３県合計 約４,０００人 体制
【最大時 約１２,８００人 体制 (約４,８００人、車両 約１,０００台 派遣)】

発災直後から、

約７３０人 約２,２７０人 ＋ 派遣約１５０人

等の活動を展開しています。

警備部隊

約１５０人

刑事部隊 交通部隊 地域部隊 被災者支援 機動捜査

最大時約６８０人 最大時約４５０人最大時約５００人 最大時約１２０人

広域緊急援助隊等が約3,750人を救出

最大時約９０人

津波や原発周辺から住民を迅速に避難誘導

東北道、常磐道等の一部を緊急交通路に指定

女性警察官が避難所を訪問し、きめ細かな相談活動

多数の御遺体を困難な状況の中で身元確認

被災地のパトロールや取締り、広報啓発活動を強化

① 生存者の救出・救助

② 被災者の避難誘導

③ 関係道路の交通規制

④ 避難所等での被災者支援

⑤ 御遺体の身元確認

⑥ 生活の安全と秩序の維持

10

※ 平成２８年３月１１日現在



警察の活動 ①救出・救助

「広域緊急援助隊」や機動隊が生存者の

探索・救出を実施。災害救助犬も活用。

警察ヘリにレンジャー部隊が同乗し、地上

から接近できない現場で救出・搬送を実施。

これまでに約３,７５０人の被災者を救出。

事 例

平成23年３月20日、宮城県石巻警察署の警察官
４人は、倒壊家屋から助けを求める16歳少年と80
歳女性を発見、消防と協力して被災から９日ぶりに
救助しました。

事 例

平成23年３月12日、仙台市荒浜地区で広域緊急援助隊（警視
庁）が孤立集落を発見。現場は津波の影響で水浸しの状態であっ
たため、隊員が数珠つなぎとなり、孤立者を順次救助しました。

11



長期化する行方不明者の捜索活動

東日本大震災の発生から５年が経過したが、岩手
手県、宮城県及び福島県では2,557人が行方不明。

被災地の海岸線等を中心に、住民からの要望を踏
まえつつ、自治体と連携し重機等を使用した捜索を継
続して実施。

岩手、宮城及び福島県警察では、延べ２６万名に
上る特別派遣部隊の応援を得て捜索を実施。

宮古市

陸前高田市

大船渡市

釜石市

大槌町

山田町

南三陸町

女川町

東松島市

気仙沼市

亘理町

山元町

松島町

塩釜市

多賀城市

七ヶ浜町

仙台市

名取市

石巻市

岩沼市

この地図は国土地理院の地図を
利用しています。

警察庁長官が捜索部隊を督励

12

長期化する行方不明者の捜索活動
岩手県内では沿岸部を中心に捜索を実施

（特別派遣部隊延べ約１１０,０００名を含む、延べ約２１３,６００名を動員）
宮城県内では沿岸部を中心に捜索を実施

（特別派遣部隊延べ約１１３,０００名を含む、延べ約３１２,８００名を動員）
福島県内では沿岸部を中心に捜索を実施

（特別派遣部隊延べ約３８,０００名を含む、延べ約１２７,０００名を動員）

※ 平成２８年３月１１日現在

発生から２８年３月１１日までに確認された被災３県における死者は
１５,８２７人。

岩手県では１,１２４人、宮城県では１,２３６人、福島県では１９７人がいまだ
行方不明。

２７年９月以降、御遺体１体を発見･収容（１２月、福島）。今後も必要に応じ、関
係機関と連携するなどして、適切に捜索を実施。

【御遺体の発見状況】

【捜索状況】
凡例

捜索地域

※捜索状況の数値は平成２８年２月末現在



警察の活動 ②避難誘導

災害発生直後、津波の危険性の高い地域

の住民を高台に避難誘導。その過程で、多く

の警察官が殉職。

被災地の住民を指定された避難所に迅速

に誘導。福島原発周辺では、避難指示圏内

の住民を迅速に避難誘導。

ＪＲ常磐線に乗車中に被災した巡査２人は、先
導と最後尾に分かれて乗客約40人を高台の町役場
に避難誘導しました。列車は津波に飲み込まれま
したが、乗客らは全員無事でした。

事 例 事 例

13

青森県八戸警察署の警察官は、付近の河川の状況から大
規模な津波が発生することを察知し、沿岸部住民等に対し
高台に向かうよう呼び掛けて避難誘導を実施した結果、約
150人の住民等を無事に避難させることができました。
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道
交
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警察の活動 ③交通規制

地震により、道路が大きく損壊。東北道、

常磐道等の一部を緊急交通路に指定。

緊急通行車両（人命救助、緊急の物資輸送等を

行う車両）に標章を交付。道路状況を踏まえ、

交付対象を拡大し、規制区間も逐次縮小。

信号機が滅灯した交差点等で交通整理。

災
対
法

災
対
法道

交
法

道
交
法

阪神・淡路大震災東日本大震災

平成23年3月15日

9:00現在の規制状況

（最大時）

緊急輸送車両以外通行禁止

（国道２号、山陽道等）

緊急交通路指定（国道２号）

追加指定

（国道２号、神戸市道(東西軸)等）

復旧に伴う追加指定

（国道４３号、国道２号等）

復興物資輸送車両以外通行禁止

（通行車両の絞り込み）

規制時間・対象を逐次縮小

全面解除【1年7か月間】

緊急交通路指定

（東北道、常磐道、磐越道等）

一部解除（常磐道水戸以南）

一部解除（東北道宇都宮以南）

一部解除（東北道一関以北）

⇒ 道交法の規制に切替え

（大型車等は標章なしで通行可）

全面解除【12日間】

● 高速道中心に広範囲。順次解除。 ● 一般道中心に順次指定。長期間。

14
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● 災対法に基づく緊急通行車両確認標

章の交付対象を拡大して対応

● 標章の種類を増やして対応

【 道路交通の概況 】

被災３県で約700基（約８％）の

信号機が損壊（その後、福島県内の

警戒区域内で約50基の損壊を確認）

復旧した商店への買出し車両等

が目立つが、道路交通は概ね順調

がれき撤去用重機が渋滞原因に

沿岸部の宿泊施設が不足し、

朝・夕に車両集中

輸送時間帯の分散を指導

東日本大震災

許

緊

認

廃

阪神・淡路大震災

累計16万3,208枚を交付

医薬品、医療機器等

食料品、生活用品、燃料等

医師・歯科医師

仮設住宅建設、建設機械等

高速バス、霊柩車

家畜の飼料

大型車等は標章なしで通行可

交付終了【12日間】

● 被害が広域。警察庁主導で各県と調整
まずは広範囲に指定し交通路を確保

〈阪神・淡路大震災の教訓を活かした対応〉

標章の交付と道路交通の概況

仮復旧の高速道を確保できた利点あり

事前届出制度の拡大が課題

● 一般道の緊急交通路指定を極力回避

● 民間車両にも逐次標章を交付

15

〈発災２ヶ月後〉 〈平成２８年３月１１日現在〉

被災３県で約700基の信号機が復旧

復興関係車両の通行は高速道・

一般道に分散し、道路交通は概ね

順調

仮設住宅周辺に信号機・横断歩

道・一時停止標識を設置

Ｈ２３

Ｈ７

２／２５～Ｈ８ ８／１０ 【1年6か月間】

復興標章（復興物資・作業等）

16万2,327枚

除外標章（沿道住民等） 5万202枚

１／１７ 個別の通行許可で対応

１／１９～２／２４ 【36日間】

災害応急対策車両 23万4,299枚

郵便、新聞、生鮮食品、家畜の飼料等

6万4,566枚

沿道住民等 1万7,010枚

ガレキ搬送等 2,191枚



警察の活動 ④被災者支援

女性警察官等が避難所を訪問し、避難

者の心のケアを実施。

被災者への運転免許証の再交付を推進。

車庫証明の即日交付も実施中。

【 被災者の心に響く支援の推進 】 【 被災者向け行政手続の負担軽減 】

● 運転免許証の再交付
再交付申請の際に必要となる写真を警察で撮影したり、

臨時の受付窓口を設置したりするなど、被災者の負担軽
減に努めました。

● 車庫証明の即日交付
車庫の現地調査を省略したり、津波で流された元の自

宅や避難先を車庫と認めたりして、車庫証明を
即日交付することとしています。

● 避難所の訪問を通じた被災者の心のケア
女性警察官等が避難所を訪問し、きめ細やかな相談活動等

を実施し、被災者の心に響く支援に努めています。

● 行方不明者の死亡届に添付する書面の発行等
行方不明者の親族等からの求めに応じ、死亡届に添付する

書面を発行しているほか、遺族年金等の審査事務を行う機関
等からの照会に対応しています。
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仮設の交番の設置等

17

仮設（プレハブ）

（岩手県警察）
被災により使用できなくなった交番近く

の公有地にプレハブを設置

（宮城県警察）
被災により使用できなくなった交番近く

の公共施設を借り上げ
被災者・避

難者が身近に

相談しやすい

環境の確保

警察官の常

駐・巡回によ

る犯罪抑止効

果や安心感の

醸成

施設の借上

「警察官が身

近にいてくれ

ると安心して

生活できる」

左・市役所支所内 右・総合運動場内

効果

被災者
の声

（岩手県警察）
仮設住宅を移動交番車で巡回、駐留

移動交番車警察官立寄所

（福島県警察）
仮設住宅に「警察官立寄所」を開設



警察の活動 ⑤身元確認

今回の震災で多数の御遺体を収容。警察

は、御遺体の検視等を行い、身元の確認を

行った後、遺族等に引き渡している。

断水や停電の中、御遺体の全身についた

泥をわずかな水で丁寧に洗い落とし、数少な

い照明の下で細心の注意を払い見分を実施。

● 身元確認の困難性
全国警察から最大時約500人の検視官等が派遣（合計約1,500人体制）されまし

た。しかし、津波による犠牲者が多数に及び、居住地から相当離れた場所で発見され
たり、所持品等が失われたりしていることから、身元確認が非常に困難となっており、
３県で収容され検視等を行った御遺体15,８２４体（平成２８年３月１１日現在）の
うち、７５体については身元が確認できていません。
事後の身元確認に備え、指紋・掌紋、DNA型鑑定資料、歯牙形状の採取を徹底し、

一人でも多くの身元が確認できるよう努めています。

● 御遺族の心情に配慮した身元確認のための取組
県警察のホームページに身元不明の御遺体の身体特徴及び所持品を掲載しています。

また、警察本部、警察署等において、３県で収容された全ての身元不明遺体の顔写真、
身体特徴、所持品等の台帳を供覧しています。

● 身元確認作業の強化
御家族に対し更なる協力（本人の直接関係する資料の有無の確認や、DNA型の親

子鑑定的手法の活用のための資料提供）をお願いしています。
日本赤十字社から、献血した本人の血液検体の提供を受けて確認作業

に活用しています。
現在も、宮城及び岩手の各県警察において、似顔絵を公表し、行方不明者

家族等からの情報を端緒として身元確認を行う取組を推進しています。
福島県警察のホームページより

御遺体の検視等： １５,８２４体(100.0%)
御遺体の身元確認：１５,７４９体(99.5%)

→     うち外国人が３３体
御遺体の引渡し： １５,８２４体(100.0%)

（平成２８年３月１１日現在、東北３県）【現 状】

※ （ ）内は、遺体収容数に占める割合を示す。

（参考）行方不明者：２,５６１人 ※３月１１日現在
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東日本大震災と阪神・淡路大震災との比較

１週間 １ヵ月 ３ヵ月

収
容
遺
体
数

身
元
不
明
遺
体
数

行
方
不
明
者
数

６，８５５

５，０９０

３，８４２

８９

１０，６８７

１０２

１３，０５１

５，３７２

２，１４１

２７

１３，７１４

２

１５，３４６

５，４８０

１，９８２

１０

８，０６５

２

４４．０％

９８．３％

※ は東日本大震災（被災３県）、 は阪神・淡路大震災の数値を示す。

８３．６％ ８７．１％

９９．５％ ９９．８％

発災後３日

１，９８８

４，５５０

１，１４７

１０１

２，３６１

７２７

４２．３％

９７．８％

４ヵ月

１５，４８０

５，４８０

１，４９６

９

５，３４０

２

９０．３％

９９．８％

身元確認率

８，５９３

５，１４０

４，５１１

３８

１２，６５９

５１

４７．５％

９９．３％

１０日 ６ヵ月

１５，７１４

５，４８０

１，０９３

９

４，０８２

２

９３．０％

９９．８％

平成23年
９月11日現在
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資 料 の
有 無 の 確 認

血 縁 関 係 者 等
に 説 明

当

初

10

日

間

、

被

災

３

県

へ

県

外

部

隊

が

応

援

献 血 事 実 の 有 無 確 認
提 供 依 頼 の 意 思 確 認

日 本 赤 十 字 社 に 対 し
献 血 し た 本 人 の 血 液
検 体 の 有 無 の 確 認

身 元 不 明 死 体 の 指 紋 ・ デ ン タ ル
チ ャ ー ト ・ Ｄ Ｎ Ａ 型 と 照 合

資 料 の 収 集
（ へ そ の 緒 ・ 日 記 ・
歯 牙 治 療 カ ル テ 等 ）

血 縁 関 係 者 の
口 腔 内 細 胞 採 取

血 液 検 体 の 受 領
Ｄ Ｎ Ａ 型 検 査
（ 警 視 庁 の 支 援 ）

（他都道府県警察の支援 )

指 紋 検 出
Ｄ Ｎ Ａ 型 検 査

デ ン タ ル チ ャ ー ト 作 成

Ｄ Ｎ Ａ 型 検 査
（他都道府県警察の支援）

ＤＮＡ型確率計算・解析
ソ フ ト を 活 用 し た 絞 込

本 人 に 直 接 関 係 す る 資 料 親子鑑定的手法の活用

身 体 特 徴 、 着 衣 、
所 持 品 等
他の情報と併せて判断身 元 確 認

身元確認作業強化のチャート図
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警察の活動 ⑥生活の安全と秩序の維持

無人となった家屋や店舗に対する窃盗、義援

金名目の詐欺や悪質商法等、震災に便乗した

悪質な犯罪が散見される。

警察では「地域警察特別派遣部隊」を被災地

に派遣したほか、パトロール、犯罪の取締りや広

報啓発を積極的に推進中。

● 震災に便乗した詐欺、悪質商法

被災者への義援金名目で金品を騙し取る詐欺

屋根の修繕や住宅電気設備の点検が必要であると称して高額

な修理・点検代を請求する事案

放射線の測定や除染等にかこつけ物品を販売しようとする事案

● 被災地における犯罪情勢

被災３県とも刑法犯認知件数は減少。

無人の家屋・店舗の一部で窃盗事件が発生。

● 取締りの強化

「特別機動捜査派遣部隊」を編成し、捜査員を被災３県に派遣して
初動捜査を強化しました（最大時23台92人）。

関係省庁から情報を収集。早期に捜査着手し、取締りを強化してい
ます。また、犯罪利用口座凍結のため、金融機関への情報提供を行ってい
ます。

● パトロールの強化

全国警察から「地域警察特別派遣部隊」を編成し、制服警察官と
パトロールカー(最大時449人210台)を東北３県に派遣しました。全国からの
特別派遣部隊で編成される特別警備隊、特別出向者で編成される特別警
ら隊等が、被災地でのパトロール等を行っています。

【 対 策 】【 情 勢 】
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義援金詐欺に関する政府広報
オンラインCM

「義援金詐欺にご注意」

【 課 題 】
① 治安の基盤である地域コミュニティが崩壊し、住民が各地に分

散して避難したところも少なくないことから、治安再生に相当の
努力が必要です。

② 原発周辺の避難が長期化することに伴う無人地域の
防犯対策が重要です。

● 被災地における流言飛語

被災地で強盗や強姦等が多発しているかのような流言飛語が流布

し、被災者の不安をあおり立てる状況であったことから、避難所等

におけるチラシやポスターでの呼びかけや、ホームページでの注意

喚起、正確な犯罪情勢の発信等を行い、平成23年４月下旬から流言

飛語が減少。

インターネット上の原発事故に関連した悪質な流言飛語について

サイト管理者等へ削除等を依頼。



被災３県とも刑法犯全体の認知件数は減少しま

した。（全国的にも刑法犯認知件数は減少）

震災後１年目は、空き巣を始めとする侵入窃盗

が増加したものの、震災後２年目は震災前より減

少し、震災後３年目～５年目は更に減少しました。

震災後２年目・3年目は、暴行や傷害といった

粗暴犯が増加しましたが、震災後４年目・５年目

は、震災前より減少しました。
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被災３県における刑法犯認知状況

震災後の被災地における犯罪情勢

【震災後の被災地における犯罪情勢】

● 全体的な特徴

被災者向け「犯罪被害に遭わないための防犯ガイド」
（宮城県警）

注１）赤字は、震災前１年と比較して増加した罪種。
注２）震災後５年目の統計数値は暫定値。

震災後５年目 震災後４年目 震災後３年目 震災後２年目 震災後１年目 震災前１年

(H27.3-H28.2) (H26.3-H27.2) (H25.3-H26.2) (H24.3-H25.2) (H23.3-H24.2) (H22.3-H23.2)

刑法犯認知総数 35,801 38,031 39,537 40,113 42,100 51,305

凶悪犯 149 123 165 191 187 245

粗暴犯 1,960 1,923 2,181 2,224 1,803 2,008

窃盗犯 25,423 27,006 27,970 28,736 31,893 38,484

侵入盗 4,032 4,143 4,189 4,696 5,729 5,690

乗り物盗 6,809 7,828 8,235 8,572 9,991 12,440

非侵入盗 14,582 15,035 15,546 15,468 16,173 20,354

知能犯 1,811 1,727 1,596 1,382 1,149 1,905

風俗犯 372 410 423 386 375 404

その他 6,086 6,842 7,202 7,194 6,693 8,259



④ 原発周辺地域における治安維
持活動
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治安再生に向けたアプローチ

原発事故により住民が避難している地域における犯罪抑止対策
・侵入防止 ～ (警察)検問の実施、監視カメラによる

出入管理
(自治体)バリケード設置、立入許可の

厳正運用
・犯罪抑止 ～ (警察)パトロール強化、防犯ボランティア

支援
(自治体)一時立入の推進による貴重品等の

早期持出､緊急雇用創出事業の活用
・安心感の醸成 ～ 域内の写真の公開等情報発信、

相談の受付

ＡＴＭ対策
・金融機関､ＡＴＭ運営会社等と協力して現金回収を促進
・関係省庁、業界団体と連絡会議を開催し、防犯対策の
高度化について検討

震災に便乗した詐欺、悪質商法対策
・取締りの強化、関係省庁等との関連情報の共有、犯罪
利用口座凍結のための金融機関への情報提供及び被害
防止のための広報啓発活動

避難所等対策
・パトロールの強化、警察官立寄所及び移動交番の開
設、女性警察官等による避難所等の巡回による相談
の受理、チラシ等による注意喚起等

● 具体的対策● 被災地に見られた特異な状況

発災直後、無人となった民家や商店、コンビニＡＴＭ等

を狙った窃盗などが多発

被災３県の震災後１年目（H23.３～H24.2月）の侵

入窃盗の認知件数は震災前１年間（H22.3～H23.2

月）に比べ増加、特に空き巣が顕著であったが、時間

の経過とともにおおむね落ち着いてきている

原発周辺では空き巣が大幅に増加、避難指示区域を管

轄する警察署（双葉警察署、南相馬警察署）において

H28.２月末までに約１,6００件の空き巣被害を認知

被災地を含め全国で震災に便乗した詐欺や悪質商法事案が発生

震災に便乗した詐欺事件をH２８.３.11までに２０４

件認知、被害額は約１９億９00万円

H２８.３.11までに、震災に便乗した詐欺事件１１３

件を検挙

H28.2月末までに悪質商法等事件２8事件を検挙

仮設住宅の治安は安定

被災３県の仮設住宅における犯罪は、約半数が駐車車

両等に傷を付ける器物損壊であり、その他、殺人未遂

事件・強盗事件が４件発生しているが、全体的に治安

は安定（H２８.２月末時点）

仮設住宅における性犯罪は７件発生。性犯罪等に関す

る情報や噂については、｢事実なし｣といったものがほ

とんど（H２８.２月末時点）



金庫等の拾得の状況

【 状 況 】 【 取 組 】

岩手、宮城、福島３県の被災地の警察署は、

拾得された約6,000個の金庫を始め、現金そ

の他の貴重品を保管管理。

数百個の金庫が寄せられた警察署もあり、署

の倉庫、会議室では足りず、リースのプレハブ

にまで収納。

海水と泥による損傷がひどく、確認や仕分け

が困難なものも少なくなかったところ。

金庫については、業者に委託して順次開扉を

進め、通帳、権利証等の在中している物件を確

認。

これらを手掛かりとして、遺失者の特定やそ

の所在の確認に努め、金庫内部に在中していた

合計約27億7,000万円の現金のうち、99.8％

を所有者に返還。（平成28年２月10日現在）
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警察署の車庫 金庫の開扉作業 金庫内の書類



災害前 災害後

岩手県陸前高田市（市役所付近）

警察の情報通信

情報通信職員は山中の無線中継所等に徒歩で登り、燃料補
給を行うなど懸命の作業を行いました。また、原発事故に伴
う避難指示を警察無線を通じて自治体に伝達するなど、警察
の情報通信は「最後のよりどころ」となりました。

事 例

電気通信事業者回線が不通となり、

携帯電話も通話困難となる中、警察の

情報通信は、情報通信職員の機動力

ある活動により、その機能を維持。

被災現場の映像を警察庁や首相官

邸等に伝送するなど、迅速かつ的確な

救出救助活動等に貢献。余震が続く中、高所での応急措置作業 被災現場の映像を伝送する情報通信職員
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事 例

©DigitalGlobe ©GeoEye/日本スペースイメージング株式会社

衛星画像により被災の実態を把握するとと
もに、東北３県警察、官邸危機管理センター
等に衛星画像を提供し、被災地における救出
救助活動等に活用されました。



警察官の被害状況

殉職者 死 者： ２５人
（管区１人、岩手９人、宮城１１人、福島４人）

行方不明： ５人
（岩手２人、宮城２人、福島１人）

警察職員の中にも数多くの殉職者や行方不明者が確認されました。これらの職員のほとんど
は、パトカーで住民に避難を呼び掛けている間に津波に襲われるなど、公務中に被災しており、
最期まで警察職員としての職責を全うしました。

岩手県宮古署
死者１人、行方不明１人

岩手県釜石署
死者３人

岩手県大船渡署
死者５人、行方不明１人

宮城県気仙沼署
死者１人、行方不明１人

宮城県南三陸署
死者１人

宮城県河北署
死者２人、行方不明１人

宮城県仙台南署
死者１人

宮城県岩沼署
死者６人

福島県南相馬署
死者２人

福島県双葉署
死者２人、行方不明１人

福島第一原子力
発電所

項目 阪神・淡路大震災 東日本大震災

人数 ４人（行方不明なし。） ３０人（行方不明５人を含む。）

地域 １県（兵庫県） ３県（岩手、宮城、福島）

階級 巡査部長１人、巡査長２人、
事務職員１人

警視正１人、警視１人、警部１人、警部補７人、
巡査部長１２人、巡査長３人、巡査５人

部門 地域３人、会計１人 生活安全４人、地域１９人、刑事２人、交通３人、
警備１人、その他１人

年齢 ５０代２人、３０代２人
（平均年齢４２．５歳）

６０歳１人、５０代１１人、４０代３人、３０代１０人、
２０代５人 （平均年齢４１．８歳）

態様 庁舎倒壊２人、過労２人 津波による被災

阪神・淡路大震災との比較

岩手県

宮城県

福島県
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警察本部

被災地での警察を取り巻く状況 ① ～警察施設等の被害～

東北３県を中心に警察施設や車両等に大きな被害が生じました。通信施設も被害を受けま
したが、警察の無線通信網は、停電中の無線中継所への燃料補給や応急措置によりその機
能を維持し、自治体への避難指示の伝達にも活用されました。

警察署

交番・駐在所

宮城本部、福島本部(本庁舎・東分庁舎)が被害、現在も
福島本部 東分庁舎が使用不能

岩手14署、宮城24署、福島２２署・4分庁舎が被害、現在
も岩手 1署(釜石)、宮城2署（気仙沼・南三陸)が使用不能

岩手56か所、宮城134か所、福島60か所が被害、現在も
大船渡警察署高田幹部交番を始めとして34か所が使用不能

被災地では数多くの警察職員が活動していますが、震災後しばらくの間は、衣食住いずれも
不十分で、装備資機材にも不自由していました。また、現地職員は自らが被災しながらも、懸
命の活動を行っています。

【警察施設等の被害 （東北3県）】
※阪神・淡路大震災時の被害

（兵庫県）

警察本部：本庁舎・3分庁舎が被害
警察署：38署が被害
交番・駐在所：237か所が被害
車両等：車両77台等が被害

車 両 船 舶 航空機

７１台 ３隻 ２機
沿岸運転免許センター

釜石警察署 交通機動隊・沿岸分駐隊

大船渡警察署高田幹部交番
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被災地での警察を取り巻く状況 ～困難な条件下での警察活動～

● 被災地では、数多くの警察職員が過酷の勤務環境の下、日夜、各種活動を実施。

水、食料等生活必需品の不足

警察署等に泊まり込んで、連日活動

発災当初は、断水や物流不全の影響で生活必需品が不足。備蓄、
救援物資等は避難所には配分されましたが、被災者であっても警察署
等に泊まり込んで仕事をする警察職員には十分に届きませんでした。

本来は宿泊設備ではない勤務先の警察署道場等で仮眠をとり、洗面、
入浴、着替えをすることなしに連日活動しました。派遣部隊は、公
民館や体育館等で寝袋で仮眠を取りながら活動しました。

寒さの厳しい中での活動

福島第一原発周辺での活動

浸水地域での捜索活動

惨事ストレス

膨大な数に及び、中には損傷が著し
い御遺体の収容、検視等に伴い、惨
事ストレス（通常経験することのない
悲惨な体験で強いストレス）を受ける
場合もあり得ることから、職員の心の
ケアを実施しています。

岩手県、宮城県及び福島県では、平成２３年
３月から４月にかけて、最低気温が氷点下と
なり、一部の地域では雪が降る日も見られる
など、非常に寒い中で各種活動に従事しました。

放射性粉塵簡易防護服を着用しての活動は、
気温上昇の影響を大きく受け、非常に蒸し
暑く、また、ゴーグルは湿気で曇りやすい上、
粉塵が入り込み視界が妨げられることもある
など、厳しい状態での活動を強いられていま
す。

津波による浸水地域では、胴長靴を
着用し、行方不明者の捜索活動を実施
しました。
大量の瓦礫が沈んでいることもあり、
受傷事故の防止にも配意しながら、
慎重に活動に従事しました。

被災地での警察を取り巻く状況 ② ～困難な条件下での警察活動～
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被災地での警察を取り巻く状況③ ～困難な条件下での警察活動～

御遺族等への対応遺品等を目の当たりにする活動

疲労解消が困難な中での活動避難所での支援活動

行方不明者の捜索現場では、御遺体
の発見が次第に困難となる中、写真や
アルバム、トロフィー等、被災前の
生活の痕跡を残す物が多数残されて
おり、隊員は、これを一つ一つ洗い
流すなど、大切に取り扱いながら、
活動に従事しています。

遺体安置所、警察署等において、
御遺体の身元確認や行方不明者の
相談に従事するに当たり、御家族の
計り知れない御心痛に配意しながら、対
応に当たっています。

長期にわたり避難生活を余儀なくされて
いる被災者からは、心身の疲労を訴える
声や、ストレスを背景にした感情的なトラ
ブルの相談が寄せられており、こうした中
で、一つ一つ丁寧にこれらに耳を傾ける
など、被災者の支援活動に当たりました。

現在は、部隊員の宿舎事情は改善され
ましたが、発災後しばらくは、活動現場
から遠距離にある地点で宿泊するケース
も見られるなど、疲労が解消されない中で
各種活動に懸命に従事しました。

暑さが厳しい中での活動

夏季の到来に伴い、温度・湿度が上昇
している中での活動を強いられ、熱中症
対策を講じながら活動に従事しました。

瓦礫等の粉塵の中での活動

被災現場では、瓦礫や倒壊家屋が山積
し、空気中に粉塵が漂う中、マスクやゴー
グルを使用して各種活動に従事しました。
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１０億５,３００万円

死体見分等及び身元確認のためのＤＮＡ型鑑定に必要な資機材の整備に要する経費

原子力緊急事態発生時における警備活動に必要な資機材の整備に要する経費

行方不明者の捜索等に必要な装備資機材の整備に要する経費

災害警備活動に従事する機動隊員等に係る活動旅費、車両燃料費等に要する経費

１．災害警備活動の実施

２．災害復旧事業の実施

４．緊急防災対策の推進

２３補正①：

予算措置による対応

30

３．被災地の安全確保に向けた取組の推進

被災した警察施設、装備資機材及び警察情報通信基盤の整備に要する経費

被災地におけるパトロール活動等に使用する警察用車両・航空機等の整備に要する経費

警察施設の耐震改修、警察情報通信基盤及び交通安全施設等の整備等に要する経費

原子力関連施設の安全確保に必要な装備資機材の整備に要する経費

災害に強い警察情報通信基盤の整備等に要する経費

※ 上記のほか、平成２４年度補正予算において復興・防災対策として３２８億４,９００万円を措置。

平成２３年度補正予算（第１号） 平成２３年度補正予算（第３号）

平成２４年度当初予算 平成２５年度当初予算

２１９億９,９００万円

１６８億４,４００万円

４６７億５,３００万円

７０億円

１３１億５,３００万円

２３補正③： １２５億５,５００万円

２４当初 ： １７億２,７００万円

２５当初 ： １７億９,２００万円

２３補正①： ７５億６,２００万円
２３補正③： ３７億９,４００万円
２４当初

：

９億６００万円

２５当初

：

２３補正①：

２３補正③：

２４当初

２５当初

１２億８,４００万円
２２６億４,７００万円

： ６１億６００万円

４１億５,４００万円：

２３補正③：

２４当初 ：

７７億５,７００万円

８１億５００万円



被災県警察への支援

阪神淡路大震災の場合とは異なり、今回の震災で被災した東北３県は、①県警察の体制が小規
模であること、②管轄区域が広大であること、③原子力災害が発生していること等の特徴があるの
で、災害警備活動に万全を期す必要があります。

東日本大震災 阪神淡路大震災警察官の定員：約９千人
（岩手２,１１５人、宮城３,６８３人、福島３,２４１人）

管轄区域の面積：約３万６千㎢
（岩手１５,２７９ ㎢ 、宮城７,２８６ ㎢ 、福島１３,７８３㎢ ）

兵庫県の警察官定員：約１万２千人
（大阪府の警察官定員：約２万１千人）

兵庫県の面積：約８,４００㎢
（東北３県）

これからの支援これまでの支援
● 部隊の特別派遣

全ての都道府県警察から部隊を被災県に特別派遣。これ

までに延べ132万人以上の警察職員を派遣しました。（平成

28年３月11日現在）

● 警察官の増員

パトロールや震災に乗じた犯罪の取締り体制の強化等を

図るため、東北３県警察の警察官を増員しました。これに伴

い、平成24年２月１日付けで全国警察から計750人が東北３

県警察に特別出向しました。

● 装備資機材の中央調達・管理換え

装備資機材等を警察庁が一括調達・配送しています。

他の都道府県警察の資機材等を被災県へ管理換えを

行っています。

● 復旧・復興に向けた各種施策の推進

原子力災害への対応等の災害警備活動を継続するなど、被災

地の安全を確保するための各種施策の推進に必要な経費が十

分に措置されるよう努めます。
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